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SDGs－持続可能な開発目標
～ 2030年の世界の常識 ～

進捗レビュー
（法的義務な

し）

2030年への
世界目標

17目標
169ターゲット

231（247）指標

全ての国・企業
等の主体に普遍

的に適用

世界の変革
だれ一人取り残

されない



新たな現象への対応

SDGsの3つの背景

地球システムの限界

© Norichika Kanie
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目標１ あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困を終わらせる
ターゲット 指標（仮訳）

1.1   2030年までに、現在１日1.25ドル未満で生
活する人々と定義されている極度の貧困をあらゆる
場所で終わらせる。

1.1.1   国際的な貧困ラインを下回って生活している
人口の割合（性別、年齢、雇用形態、地理的ロ
ケーション（都市/地方）別）

1.2   2030年までに、各国定義によるあらゆる次元
の貧困状態にある、全ての年齢の男性、女性、子供
の割合を半減させる。

1.2.1   各国の貧困ラインを下回って生活している人
口の割合（性別、年齢別）

1.2.2   各国の定義に基づき、あらゆる次元で貧困
ラインを下回って生活している男性、女性及び子供の
割合（全年齢）

1.3   各国において最低限の基準を含む適切な社会
保護制度及び対策を実施し、2030年までに貧困層
及び脆弱層に対し十分な保護を達成する。

1.3.1   社会保障制度によって保護されている人口
の割合（性別、子供、失業者、年配者、障害者、
妊婦、新生児、労務災害被害者、貧困層、脆弱層
別）

1.4   2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、
全ての男性及び女性が、基礎的サービスへのアクセス、
土地及びその他の形態の財産に対する所有権と管理
権限、相続財産、天然資源、適切な新技術、マイク
ロファイナンスを含む金融サービスに加え、経済的資源
についても平等な権利を持つことができるように確保す
る。

1.4.1   基礎的サービスにアクセスできる世帯に住ん
でいる人口の割合

1.4.2   土地に対し、法律上認められた書類により、
安全な所有権を有し又土地の権利が安全であると認
識している全成人の割合（性別、保有の種類別）

社会 経済

社会 経済

社会 経済

社会 経済環境

より良い理解のためにはターゲットに目を通してみる
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1.5   2030年までに、貧困層や脆弱な状況にある
人々の強靱性（レジリエンス）を構築し、気候変動
に関連する極端な気象現象やその他の経済、社会、
環境的ショックや災害に暴露や脆弱性を軽減する。

1.5.1   10万人当たりの災害による死者数、行方
不明者数、直接的負傷者数
1.5.2   グローバルGDPに関する災害による直接的
経済損失
1.5.3   仙台防災枠組み2015-2030に沿った国
家レベルの防災戦略を採択し実行している国の数
1.5.4   仙台防災枠組み2015-2030に沿った地
方レベルの防災戦略を採択し実行している地方政府
の割合

1.a   あらゆる次元での貧困を終わらせるための計画
や政策を実施するべく、後発開発途上国をはじめとす
る開発途上国に対して適切かつ予測可能な手段を
講じるため、開発協力の強化などを通じて、さまざまな
供給源からの相当量の資源の動員を確保する。

1.a.1 政府によって貧困削減計画に直接割り当てら
れた国内で生み出された資源の割合
1.a.2 全体の国家財政支出に占める必要不可欠
なサービスの割合（教育、健康、及び社会的な保
護）
1.a.3 貧困削減計画に直接割り当てられた助成金
及び非譲渡債権の割合（GDP比）

1.b   貧困撲滅のための行動への投資拡大を支援
するため、国、地域及び国際レベルで、貧困層やジェ
ンダーに配慮した開発戦略に基づいた適正な政策的
枠組みを構築する。

1.b.1 女性、貧困層及び脆弱層グループに重点的
に支援を行うセクターへの政府からの周期的な資本
投資

目標の深掘り（半減→ゼロ）
量から質へ（貧困の原因も追究）

テーラーメードの目標・ターゲット

社会 経済環境

社会 経済

社会 経済



レジリエンス

目標1 あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

11.b

2030 年までに、貧困層や脆弱な状況にある人々の強靱性（レジリエンス）を構築し、気候変動に関連する極端な気
象現象やその他の経済、社会、環境的ショックや災害に暴露や脆弱性を軽減する。

目標2 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する
2.4 2030 年までに、生産性を向上させ、生産量を増やし、生態系を維持し、気候変動や極端な気象現象、干ばつ、洪水

及びその他の災害に対する適応能力を向上させ、漸進的に土地と土壌の質を改善させるような、持続可能な食料生産シ
ステムを確保し、強靭（レジリエント）な農業を実践する。

目標9
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

9.1 すべての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支援するために、地域・越境インフラ
を含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジリエント）なインフラを開発する。

目標11 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

ターゲット 1.5

2020 年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害に対する強靱さ（レジリエンス）を目指す総合的政策
及び計画を導入・実施した都市及び人間居住地の件数を大幅に増加させ、仙台防災枠組2015-2030 に沿って、あら
ゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定と実施を行う

11.c 財政的及び技術的な支援などを通じて、後発開発途上国における現地の資材を用いた、持続可能かつ強靱（レジ
リエント）な建造物の整備を支援する。

目標13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
13.1 すべての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応力を強化する。

目標14 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

14.2 2020 年までに、海洋及び沿岸の生態系に関する重大な悪影響を回避するため、強靱性（レジリエンス）の強化などに
よる持続的な管理と保護を行い、健全で生産的な海洋を実現するため、海洋及び沿岸の生態系の回復のための取組を
行う。

9.a アフリカ諸国、後発開発途上国、内陸開発途上国及び小島嶼開発途上国への金融・テクノロジー・技術の支援強
化を通じて、開発途上国における持続可能かつ強靱（レジリエント）なインフラ開発を促進する。



SDGs＝2030年の先の世界の常識
1. 2030アジェンダのタイトル「我々の社会を変革する

（Transforming Our World）」
• コロナ禍は変革のラストチャンス

2. 「目標ベースのガバナンス（governance through 
goals）」
• 野心レベルの提示からスタート／国連でルールを決めない
→ イノベーション → サステナビリティの標準化へ
• SDGsからリスクと機会を見出す → バックキャスティング

3. 進捗の評価・レビューが唯一のメカニズム
• 指標＋4年に1度の「グローバル持続可能な開発報告書

（GSDR）」による評価報告(蟹江は2023年版15人の独
立科学者)

• DXとの親和性大→計測

4. 総合的目標：17目標は一体で不可分
• Coherent Action

ac
tio
n

Norichika Kanie and Frank Biermann 
eds., Governing through Goals: 
Sustainable Development Goals as 
Governance Innovation (MIT Press, 
2017)
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SDGsをめぐる動向
1. 普及から「行動の10年」へ

• 2019年 SDGsサミット（国連総会）／ SDGs実施指針改訂

• 2021年2度目のVNR

• 新型コロナウィルスの影響

2. 進捗の評価が次の一大テーマ

• 自治体による推進企業認定と、被認定企業のサポート

• SDGs未来都市（124都市、40モデル）

• 金融機関の評価（ESG投資、サスティナビリティ投資、インパクト投資）

• 地方創生SDGs金融

3. 企業による活動の本格化

• 消費者の動向変化

• 投資家の動向

• サプライチェーン全体のマネジメント
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• 総理を本部長、全閣僚を構成員
とするＳＤＧｓ推進本部と円卓
会議を設置（2016）

• 実施指針の下で実施（2016、
2019改訂）

• ジャパンSDGsアワード（2017
～）、SDGsアクションプラン
（2018～）を毎年発表

• 国連で自主的レビューを実施
（2017、2021）

評価と課題

 推進本部は年2回のみ

 円卓会議は2021年より分
科会設置

 国のターゲットなし

 「基本法」など法的枠組み
欠如

 アクションプランは政策の寄
せ集めでターゲットやレビューは
なし

 円卓会議構成員によるレ
ビューを掲載

SDGsをめぐる動向：政府



ジャパンSDGsアワード受賞団体

本部長（内閣総理大臣）賞

・ 北海道下川町(第1回) ・ 株式会社フードエコロジーセンター(第2回)

・ 魚町商店街振興組合(第3回) ・ みんな電力株式会社(第4回) 

副本部長（内閣官房長官）賞 副本部長（外務大臣）賞

SDGsパートナーシップ賞（特別賞)

・ 吉本興業株式会社(第１回)
・ 国立大学法人岡山大学(第１回)
・ 株式会社伊藤園(第１回)
・ 公益財団法人ジョイエフ(第１回)
・ 江東区立八名川小学校(第１回)
・ 福岡県北九州市(第１回)
・ 株式会社虎屋本舗(第２回)
・ 株式会社大川印刷(第２回)
・ SUNSHOW GROUP(第２回)

(三承工業株式会社・NSUNSHOW株式会社)

・ 株式会社滋賀銀行(第２回)
・ 山陽女子中学校・高等学校地理部(第２回)
・ 株式会社ヤクルト本社(第２回)
・ 産科婦人科舘出張 佐藤病院(第２回)
・ 株式会社フジテレビジョン(第２回)
・ 日本リユースシステム株式会社(第３回)
・ 徳島県上板町立高志小学校(第３回)
・ 大牟田市教育委員会(第３回)
・ 公益社団法人日本青年会議所(第3回)
・ 株式会社大和ネクスト銀行(第3回)

・ そらのまちほいくえん(第3回)
・ 長野SDGsプロジェクト(第4回)
・ 一般社団法人Waffle(第4回)
・ 富士通株式会社(第4回)
・ ふくしま未来農業協同組合(第4回)
・ 株式会社エムアールサポート(第4回)
・ 阪急阪神ホールディングス株式会社(第4回)
・ 川崎市立平間小学校(第4回)
・ 株式会社キミカ(第4回)

・ 特定非営利活動法人しんせい(第１回)
・ パルシステム生活協同組合連合会(第1回)
・ 金沢工業大学(第１回)
・ 日本生活協同組合連合会(第２回)
・ 鹿児島県大崎町(第２回)
・ 一般社団法人ラ・バルカグループ(第２回)
・ 大阪府(第3回)
・ ｢九州力作野菜｣｢果物｣ プロジェクト共同体（代表：イオン九州株式会社）(第3回)

・ 北海道上士幌町(第4回)
・ 青森県立名久井農業高等学校環境研究班(第4回)

・ 特定非営利活動法人 TABLE FOR TWO International(第3回)
・ 株式会社富士メガネ(第3回)
・ 特定非営利活動法人 Support for Woman’s Happiness(第4回)
・ 特定非営利活動法人テラ・ルネッサンス(第4回)

・ 株式会社LIXIL(第２回)
・ 特定非営利活動法人エイズ孤児支援NGO・PLAS(第２回)
・ 会宝産業株式会社(第２回)

・ サラヤ株式会社(第１回)
・ 住友化学株式会社(第１回)





VNRへ向けたSHの評価
１⃣ 2017年VNRからの進捗

• 推進本部、円卓会議、実施指針、毎年のアクションプラン、ジャパンSDGsアワード等、政
府としての枠組み構築が進んだ

• ビジネス、、市民社会、地方自治体、教育など各層におけるSDGsの認知と、それを支援
する広報体制も大幅な進捗を見た

• ステークホルダー主導のパートナーシップ推進へ向けた事例もいくつか創出された（2019
年改訂版実施指針、2021年SDGsグローバルアクションフェスティバル等）

• 防災・レジリエンス強化の文脈での国際的展開

• 他方、自殺率（特に女性）の増加、開発援助額削減、マイノリティの課題なども明らか
に。高齢者、女性・女の子（women and girls）or女子、子ども、若者、生活困窮者、
障害者、LGBTIQ、基礎疾患を持つ人々への影響や対策をハイライトしたレビューの必要
性

２⃣ COVID19の影響

• 意思決定へのステークホルダー欠如

• ジェンダーギャップ深刻化（非正規労働者は70％が女性、など）、生理の貧困問題

• 若者の孤立感、在日外国人への医療福祉健康等サービスアクセス不足
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VLRへ向けたSHの評価
３⃣ 目標別のレビュー

 日本企業は、気候変動と環境に関する国際的イニシアチブ（TCFD、SBT、RE100な
ど）に積極的に参加している。日本の参加企業数を世界との対比で見ると、TCFD：
342/ 1791、SBT: 91/ 615、RE100：50/291となっており、国内大手先進企業で脱
炭素経営の取組みが広がっている

• 国内では300を超える自治体がゼロカーボンシティを表明している。企業レベルにおいても、
「SDGs実態調査」では90％以上の企業が脱炭素化に向けた取組を進めている。

• 日本政府は、2011年に国連人権理事会で承認された「ビジネスと人権に関する指導原
則」に基づいて2020年10月に「ビジネスと人権に関する行動計画（NAP 2020-2025）」を
公表。NAPでは「指導原則」を超えた人権デューデリジェンスの導入促進などを記載。今後
は効果的モニタリング体制を整えてPCDAサイクル回すことが重要

4⃣ 課題と提言

• 総体的で客観的な目標、ターゲットや指標の整備

目標とのギャップやその要因などを評価・分析することによって、SDGs達成に向けた
PDCA（マネジメントサイクル）を回すことができるようになる

そのための科学・政策枠組みの構築も重要（基本法、推進本部の格上げ）

アクションプランのベースラインデータとターゲット及びその達成期限を明確にし、ギャップ
分析とバックキャスティングを

• 2025年ごろに評価報告書を
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SDGsをめぐる動向
1. 普及から「行動の10年」へ

• 2019年 SDGsサミット（国連総会）／ SDGs実施指針改訂

• 2021年2度目のVNR

• 新型コロナウィルスの影響

2. 進捗の評価が次の一大テーマ

• 自治体による推進企業認定と、被認定企業のサポート

• SDGs未来都市（124都市、40モデル）

• 金融機関の評価（ESG投資、サスティナビリティ投資、インパクト投資）

• 地方創生SDGs金融

3. 企業による活動の本格化

• 消費者の動向変化

• 投資家の動向

• サプライチェーン全体のマネジメント
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• 過去20年で初めて貧困率が上昇（1億1900万人～1億2400万人増加：
8.4%→9.5%）

• 90％の世界児童生徒人口（16億人）が、COVID19の影響

• 遠隔教育が多くの児童生徒に提供されているものの、デジタルデバイドによっ
て教育の平等に関するギャップが拡大

• 何十億人もの人が、安全に管理された水と衛生サービスや、基本的な手洗
いのための設備へのアクセスのない状態

• 2020年第二四半期では3億500万人のフルタイム労働に相当する合計労
働時間低下が予測

• 最も影響を受けているのは、中小企業、非正規雇用者、自営業や日
雇い労働者、社会的混乱の影響を受けやすいセクターの労働者たち

• 航空業界への影響が最も大きい。2020年の国際航空旅客15億人減と予
測、国際線の搭乗率も4分の3減少予測、結果として以前の営業収益予
測と比べて2730億の損益

• COVID19は製造業に大きな影響。グローバルなバリューチェーンと製品供給
を崩壊し、製造活動は崩壊の危機。これにより、失業率へのインパクトも。

• 金融市場不安定化。コロナ拡大以降、史上最大の1000億ドルの資本流
出。

• 2020年の世界貿易は13％から32％マイナス予測。

国連事務総長SDGs報告書2020より
15



ポジティブな変革へむけた影響も

目標12

 COVID19からの回復は、現在の持続可能でない消費と生産パタンを改

め、持続可能なそれに変革する機会を提供

目標13

 旅行禁止と経済活動停止で、2020年GHG排出量6％削減、大気環境

改善予測も、一時的

目標17

 パンデミックの世界規模という性格は、多国間主義の重要性を増大、すべて

の政府、民間、市民社会組織及びあらゆる人々の参加が必要に。

国連事務総長SDGs報告書2020より
16



経済力だと…

Sachs, J., Schmidt-Traub, G., Kroll, C., Lafortune, G., Fuller, G. (2019, 2020): Sustainable Development Report 2019, 
2020. New York: Bertelsmann Stiftung and Sustainable Development Solutions Network (SDSN).

2019
15位

2020
17位

17



GSDR2023へ向けた議論
変革へ向けたカギとなるポイントがどこにあるのか（レバレッジ・
ポイント）、何がレバレッジになるのか、を明らかにすべく検討

Source: IPBES 
(2019)
Summary for 
policymakers of the 
global assessment 
report

■“2030アジェンダの真の変革の可能性は、コベネフィット（共便益）を最大化し、

トレードオフを特定・管理する、体系的なアプローチを通じて実現できる。”

（グロ・ハーレム・ブルントラント、元ノルウェー首相、元WHO事務局長）



SDGsをめぐる動向
1. 普及から「行動の10年」へ

• 2019年 SDGsサミット（国連総会）／ SDGs実施指針改訂

• 2021年2度目のVNR

• 新型コロナウィルスの影響

2. 進捗の評価が次の一大テーマ

• 自治体による推進企業認定と、被認定企業のサポート

• SDGs未来都市（124都市、40モデル）

• 金融機関の評価（ESG投資、サスティナビリティ投資、インパクト投資）

• 地方創生SDGs金融

3. 企業による活動の本格化

• 消費者の動向変化

• 投資家の動向

• サプライチェーン全体のマネジメント

19



20

日経がSDGs対応企業を評価・アワードも開始

★以下の4項目で評価
1. SDGs戦略・企業価値：方針・報告とコミュニケーション、推進体制・社内浸透、ビジネスでの貢献、

業績（5指標170点）

2. 社会価値：人権の尊重、消費者課題への対応、社会課題への対応、労働時間・休暇、ダイバーシ
ティ（5指標120点）

3. 環境価値：方針、温室効果ガス、消費電力、廃棄物、水資源、気候変動・資源・生物多様性
（6指標230点）

4. ガバナンス：取締役の構成・業績連動報酬の状況など（1指標90点）



SDGsから考える中長期目標
と経営計画

サプライチェーン全体のマネジメント

ファッション業界の取り組み

ITや科学技術イノベーション
を活用したベンチャー企業・中小企業

「誰一人取り残されない」
を実現したビジネスモデル

本格化する先進企業の取り組み

ボルボのレザーフリーへの取り組み

2040年までに循環
型に移行、2025年
までにサプライヤーに
100％再エネ要求

21



カギとなる視点

1. 目標達成の視点からバックキャスト

2. ライフサイクルを通じた検討がサスティナビリティ

3. 総合的な視点

4. やりかたはいろいろ

都会と田舎・多様性

原材料調達 物流 加工 生産
使用(消

費)
廃棄

act
ion

22



排
出
量

2010年比49%削減（必須）
＝毎年同率とすると年1.7％削減

2010年比72%削
減（推奨）
＝毎年同率とすると
年3.1％削減

 2050年に49～72％削減を目安として、2025年～30年頃の
⽬標を設定するもの。

2050年を目指した削減
率に沿って、5-15年後の
削減目標を設定する

年
2010 2025～2030 2050

環境省資料より

 SBT（Science Based Targets）とは、産業革命時期比の 気温上昇を「２℃未満」にするために、企
業が気候科学（IPCC）に基づく削減シナリオと整合した削減目標を設定。



●建設業：西松建設

●食料品：カゴメ、キッコーマン、明治ホールディングス

●繊維製品：帝人

●化学：小林制約、ロックペイント
●ガラス・土石製品：日本特殊陶業
●非鉄金属：フジクラ、DMG MORI
●機械：スミダコーポレーション
●電気・電子機器：アドバンテスト、エスペック、オムロン、浜松ホトニクス、村田製作所、ルネサスエレクトロニクス、ローム

●輸送用機器：日立Astemo
●陸運業：佐川急便

●空運業：ANAホールディングス、国際航業
●情報・通信業：ヤフー

●小売：セブン＆アイ・ホールディングス
●金融・保険業：MS＆ADインシュアランスグループホールディングス、SOMPOホールディングス、東京海上ホールディングス
●その他金融業：日立キャピタル

●不動産業：ヒューリック

※なお、金融の業種に該当する企業は、SBT事務局において業種別の認定基準を検討中であるため、認定が行われていない。

コミット中（committed）企業：２年以内のSBT設定
をコミット（意思表明）している⽇本企業

※業種内五⼗⾳順
※下線付の企業は環境省SBT策定個別⽀援実施企業（2017－20年度）

[出所]Science Based Targetsウェブサイト Companies Take Action（http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイト（ http://www.env.go.jp/earth/ondanka/datsutansokeiei/datsutansokeiei_mat01_20210628.pdf ）をもとに作成。

2021年10月05日現在

■コミット中の企業は世界で943社（そのうち、日本企業は27社）

■日本は認定取得済企業数がコミット中の企業数を上回っている。

SBTコミット表明および認定済み企業

http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイ
http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイトをもとに作成。業種分類
http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイトをもとに作成。業種分類


●建設業：安藤・間、エコ・プラン、エコワークス、OSW、コマニー、熊谷組、ジェネックス、清水建設、住友林業、積水ハウス、大東建託、大成建設、
大和ハウス工業、高砂熱学工業、東急建設、戸田建設、前田建設工業、都田建設、八洲建設、LIXILグループ、YKK AP

●食料品：アサヒグループホールディングス、味の素、キリンホールディングス、サントリー食品インターナショナル、サントリーホールディングス、
日清食品ホールディングス、日本たばこ産業、不二製油グループ

●化学：住友化学、積水化学工業
●医薬品：アステラス製薬、エーザイ、大塚製薬、小野薬品工業、参天製薬、塩野義製薬、大鵬薬品工業、第一三共、武田薬品工業

●ガラス・土石製品：日本板硝子
●非鉄金属：古河電気工業
●金属製品：YKK
●機械：小松製作所、 Sanki、ナブテスコ、日立建機
●電気・電子機器：アズビル、アンリツ、ウシオ電機、SCSK、カシオ計算機、京セラ、ゲットイット、コニカミノルタ、榊原工業、シャープ、

SCREENホールディングス、住友電気工業、セイコーエプソン、ソニー、大同トレーディング、東洋硬化、東芝、日新電機、
日本電気、パナソニック、日立製作所、富士通、富士フイルムホールディングス、ブラザー工業、三菱電機、明電舎、ヤマハ、
ライズ、リコー、

●輸送用機器：日産自動車

●精密機器：島津製作所、テルモ、ニコン

●その他製品：アシックス、花王、河田フェザー、協発工業、コーセー、高砂香料工業、タニハタ、艶金、TOTO、ネイチャーズウェイ、ユニ・チャーム、
ライオン

●印刷：大川印刷、大日本印刷、凸版印刷、富士凸版印刷、水上印刷
●海運業：川崎汽船、日本郵船
●情報・通信業：ソフトバンク、TIS、日本電信電話、野村総合研究所、NTTデータ、NTTドコモ、ハーチ

●小売：アスクル、イオン、J.フロントリテイリング、ファーストリテイリング、ファミリーマート、丸井グループ、
●不動産業：東急不動産ホールディングス、東京建物、野村不動産ホールディングス、三井不動産、三菱地所
●サービス業：セコム、E-Konzal、ウェイストボックス、エレビスタ、会宝産業、加山興行、デジタルグリッド、電通、Drop、日本ウエストン、浜田、

Value Frontier、ベネッセコーポレーション、まちみらい研究所、ユタコロジー、りさいくるinn京都、リマテックホールディングス、レックス

●輸送：大富運輸

※なお、金融の業種に該当する企業は、SBT事務局において業種別の認定基準を検討中であるため、認定が行われていない。

認定を受けている⽇本企業（目標設定後SBTが検証し認定済）

※業種内五⼗⾳順
※下線付の企業は環境省SBT策定個別⽀援実施企業（2017－20年度）

[出所]Science Based Targetsウェブサイト Companies Take Action（http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイト（ http://www.env.go.jp/earth/ondanka/datsutansokeiei/datsutansokeiei_mat01_20210628.pdf ）をもとに作成。

2021年10月05日現在

■認定取得済（Target set）の企業は世界で934社（うち、日本企業は136社）

SBTコミット表明および認定済み企業

http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイ
http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイトをもとに作成。業種分類
http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイトをもとに作成。業種分類
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[出所]Science Based Targetsウェブサイト Companies Take Action（http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイト（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_gaiyou_20210319.pdf）をもとに作成。
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http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイ
http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイトをもとに作成。業種分類
http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）、及び環境省ウェブサイトをもとに作成。業種分類
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• 資源（金、人、アイディア）や共感するパートナーを
引き付ける

• 「良いことのためにやっている」正当性の提示

• 目標達成のためのイノベーションの誘因に

29



躍動し始めた中小企業とSDGs

30

革

印刷

タオル

建築・
建設

家畜の
エサ／
食品ロ
ス



• 取引先の拡大

• コミュニケーション
ツール
• 社長⇔社員
• 社内⇔社外

• イメージ向上

• 良質な社員の確保

31

• SDGsへの取り組みの発信・紐づけ

• 自社の経営理念のSDGsによる棚卸

• 新たな事業・取引先の開拓





地方創生ＳＤＧｓ金融フレームワーク

政府

提案登録・認定

地域金融機関

投融資

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

機関投資家、
大手銀行、証券等

投融資、
働きかけ

表彰等

フェーズ１ 地域事業者のＳＤＧｓ
達成に向けた取組の見える化
• 「登録/認定制度」を構築し、地域事

業者のSDGs達成に向けた取組を見え
る化

• 登録/認定制度を通じて幅広い地域
事業者の参画を促し、SDGs達成に取
り組む主体のすそ野を拡大

フェーズ２ ＳＤＧｓを通じた地域
金融機関と地域事業者の連携促進
• 地域金融機関が、与信先企業に対し

てモニタリング、フォローアップを実施する
ことで育成・成長に貢献

• モニタリングを通じて得られた知見を自ら
の目利き力やコンサルティング能力等の
強化に活かす

フェーズ３ ＳＤＧｓを通じた地域
金融機関等と機関投資家・大手銀
行・証券会社等の連携促進
• フェーズ２の実践を通じて優れた取組を

行った地域金融機関を政府が表彰す
る制度を創設

• 機関投資家等と地域金融機関の協
調・協業を推進

官民連携

地域事業者等地方公共団体

33

内閣府地方創生推進事務局（2019年）

SDGs宣言やSDGs認定制度の意義

見える化 応援 活性化



■地方創生SDGs登録・認証団体のレベル分け

各登録・認証団体(地方公共団体/民間団体)は、評価基準・評価手法に基づきレベル「宣言」・「登録」・「認証」
の三段階に分かれる(名称は仮)

各レベル設定の
目的

宣言
登録

認証

既にSDGsへ取り組んでいる地域事業
者の勧奨

SDGsへ取り組んでいる、または今後
取り組もうとしている地域事業者の勧奨

金融機関等による、認証を受けた地
域 事業者への支援機会の拡大

SDGsに沿った活動を行っている SDGsに沿った活動の成果を定量的に
測定し開示している。結果を踏まえ翌年
以降の取り組みに反映している

HP等を通じ取り組みを社内外へ発信し 地方公共団体/民間団体と連携して地
ている 域への普及活動に取り組んでいる

申請内容の適格性を確認。更新が
必要

(審査なし) 申請内容を事実に基づき審査。更新
に は定量的な活動実績と改善案が必
要 (認証取り消しもあり)

活動の定性的な目標が定められている活動への意思表示がされている(申請と
同義)

SDGsへの
取り組み

SDGsの
普及活動

SDGsの理解
と活動への
意思表示

前提条件
反社会的勢力との関わりがない。地方税の滞納
がない

評価手法

環境・経済・社会それぞれに対し複数の
定量的な目標(KPI)が定められている

評
価
基
準

宣言・登録に関してはすでに取り組んでいる地方公共団体/民間団体あり

34第4回地方創生ＳＤＧｓ金融調査・研究会有識者会議資料より（2020年8月24日）
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SDGs推進企業の認定：関東経済産業局／長野県の取組

環境

経済 社会

SDGs企業としてのフィロソフィー
や実績

 「SDGsに向かっている」ことを示す最低限の実績
をチェック

 認証制度でこれらを代替できる可能性もある

SDGs企業としての実績

 目標にコミットしているか？【１】
 経済・社会・環境面で（あるいはそれらを統

合した）目標があるか？【２】
 「コミット」をどう測るか？制度設計で

測る？
 目標進捗を測っているか？【３】

 進捗が芳しくない場合どうするか？

SDGs企業たる企業活動の基準SDGs推進企業を認定する

ex. 印刷中小企業者が、FSC森林認証紙やノンVOCインキ（石油系溶剤0％）を使用した環境印刷に取り組むとともに、「4か国語版お薬手帳」等の
SDGsを意識した新製品開発も実施。さらには、非正規労働者から正規労働者への登用制度を設け、従業員が活躍できる職場環境を整備
（職場いきいきアドバンスカンパニー制度認証取得で代替可）している。

＜認定企業イメージ＞

S
D
G
S
企
業
た
る
企
業
活
動
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【参考】提出資料のビジュアルイメージ（案）
 提出資料のビジュアルイメージは以下のとおり。
 地域によって社会課題は異なるため、地域の独自要件を付して、自治体が注力したい政策の推進

に繋がる制度設計を自治体にて検討することも期待される。

※例示する本骨子案は、自治体が施策検討を進める際のヒント・気付きのツールとして活用頂くことを想定

経済・社会・環境の三側面のターゲットへのコミット（要件1）

●●都県◆◆
株式会社A社
代表取締役■■

☑当社はSDGsの内容を理解し、以下を宣言するとともに、
SDGs達成に向けて取り組みます。

（１）経済
①SDGs達成に向けた取組
 地元の木材（都県産財）を活用した、新商品開発を行う
②2030年に向けた指標
 地元の木材（都県産財）を活用した商品数の割合を増加させる

（2019年度▲商品（全体の▲%）→2030年度●商品(全体の●％)）
③指標に対する進捗測定 ・・・・・・・

（２）社会
①SDGs達成に向けた取組
 女性管理職比率を引き上げる。女性職員のアイディアを活かし、新た

な顧客層向けの新商品開発を目指す
②2030年に向けた指標
 女性管理職比率の20％増加を目指す（2019年度▲人（▲%）→2030

年度●人(●％)）
③指標に対する進捗測定
 総務部が年１回女性管理職比率を自社のHPに公表する。採用パンフ

レットにも女性活躍事例を掲載する

（３）環境
①SDGs達成に向けた取組
 省エネルギーの取組、再生可能エネルギーの利用開始、新規設備投資

により、製造工程において排出されるCO2排出量削減を達成する
②2030年に向けた指標
 CO2排出量の50％削減を目指す（2019年度▲t→2030年度●t）
③指標に対する進捗測定
 総務部が年１回CO2排出量を測定し、自社のHPに公表する

SDGsの観点で市場・社会から期待される基本的な事項（要件2）

項目 具体的取組 対応するSDGs
ゴール

☑ 過度な長時間労働が行われてい
ない

●●●●●
●●●●●

☑ 外国人労働者の差別、人権侵害
がないことを確認している

●●●●●
●●●●●

☑ 多様な人材（高齢者、女性、外
国人等）を活かし、⼗分に活躍
できる環境が整備されている

●●●●●
●●●●●

☑ 労働者に適切な能力開発、教育
訓練の機会を提供している

●●●●●
●●●●●

☑ 自社のエネルギー使用量を把握
し、エネルギー利用の効率化を
進めている

●●●●●
●●●●●

☑ 廃棄物の削減及び管理を適切に
行っている

●●●●●
●●●●●

☑ 紛争鉱物を取り扱っていないこ
とを確認している

●●●●●
●●●●●

☑ 知的財産を保護するよう、適切
な取り組みを進めている

●●●●●
●●●●●

☑ 地域資源の積極的利用（地産地
消、地産外商）を行っている

●●●●●
●●●●●

７
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地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム 会員数について

 地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム会員数は5,839団体（2021年8月3１日時点）
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地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム 会員数について

 地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム会員数：5,839団体

7
※3号会員の業種については、各企業団体から申告のあったものを基本としています。

その他については「帝国データバンク 産業分類表」を参考としています。

地方公共団体（１号会員）：984団体

民間企業等（３号会員）：4,842団体

関係省庁（２号会員）：13団体
内閣府 警察庁 金融庁

消費者庁 総務省 外務省

文部科学省 財務省 厚生労働省

農林水産省 経済産業省 国土交通省

環境省

○地域別

○人口規模別（都道府県を除く）

会員数 加入率 全自治体数

北海道 74（+27） 41.1% 180

東北 117（+27） 50.2% 233

関東 189（+46） 58.5% 323

北陸 55（+10） 64.7% 85

中部 154（+32） 64.2% 240

近畿 143（+31） 61.1% 234

中国 65（+16） 58.0% 112

四国 48（＋10） 48.5% 99

九州 122（＋36） 50.8% 240

沖縄 17（＋4） 40.5% 42

合計 984（+239） 55.0% 1,788

業種区分 会員数 業種区分 会員数

社団法人
、 財団法
人

507（+292） 製造業 645（+380）

NPO・NGO 490（+399)
卸売・小売業、
飲食店

265（+131）

大学・教育機関・
研究機関・国機関等

137（+48） 金融・保険業 232（+49）

農業 27（+13） 不動産業 52（+28）

林業、狩猟業 6（+3） 運輸・通信業 165（+99）

漁業 8（+3）
電気・ガス・水道
・熱供給業

55（+24）

鉱業 4（+2） サービス業 1,279（+627)

建設業 191（+86） その他 779（+434）

合計 4,842（+2,618）

※カッコ内は2020年8月31日時点比

※カッコ内は2020年8月31日時点比

※カッコ内は2020年8月31日時点比

人口 会員数 加入率
全自治体数

※都道府県除く

50万以上 29（+1） 82.9% 35

10万以上 191（+31） 77.3% 247

5万以上 195（+45） 74.4% 262

5千以上 457（+141） 49.2% 929

5千未満 65（+21） 24.3% 268



会員数：８２９ （企業, 団体, 教育機関, 自治体, 個人） R3.11月１０日現在

【情報発信・情報共有】
・ メールマガジンの配信

・ 会員の取組み・お知らせのPR（県ホームページ掲載）

【普及啓発】
・ 会員向けセミナー開催

・ 地域情報誌へ啓発記事掲載

・ ポスター・リーフレットの作成

【支援制度】
・ マッチング支援制度

・ リーディング会員認定制

・ 「清流の国ぎふ」ＳＤＧｓ推進ネットワーク連携促進補助金

・ 清流の国ぎふ推進補助金［ＳＤＧｓ推進事業枠］ ※市町村支援

・ 岐阜県中小企業資金融資制度［ＳＤＧｓ推進資金］

設 立：R2.4.15

41

「清流の国ぎふ」ＳＤＧｓ推進ネットワーク

SDGｓ達成に向けて

で取り組むための
企業・団体・個人等による組織



地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム 2021年度活動方
針概要

■地方創生ＳＤＧｓへの取組の機運がますます高まる中、本プラットフォームの活動の更なる活性化を図る。
■第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、その重要業績評価指標として、本プラットフォームにおける「官民連携マッチン

グの件数を1,000件（2020～2024年度累計）」と掲げているなど、マッチングの強化を念頭に取組を推進

１．マッチング支援 ２．分科会

①マッチング支援強化 ②活動のPR②マッチングシステム構築 ①活動支援

３．普及促進活動

②優良事例の選定 ③イベント開催 ④他PF等との連携①情報発信の強化

内部環境の整備:活動の充実、支援機能の強化・外部との連携体制構築:シナジー最大化(地方、省庁連携)、重要政策対応(脱炭素・ESG・コロナ)

活動の見える化・ベストプラクティスの共有・発信

モデル性・波及性の高い
官民連携事例を選定し、
普及展開

• マッチング支援と連携
• 会員から広く募集

メルマガ及びホームページ
を活用した効果的な情
報発信

• 会員活動やSDGs関
連施策に係る情報

オンラインを活用した、会員活動の活
性化につながるイベントの開催

• 総会・関連イベント
• マッチングイベント、官民連携講座
• 国際フォーラム

他プラットフォームとの連携
や取組支援による相乗効
果、課題解決の加速化

• 国及び地方の他プラッ
トフォームとの連携

分科会活動及び分科会
発の具体的アクションの
見える化

• 活動内容の紹介
• 成果報告会の実施

分科会活動の更なる活
性化に向けた支援実施

• 分科会情報の発信
• イベント告知

課題提案からマッチング実現
につなげるための支援強化

• 官民連携講座
• マッチングイベント
• 個別相談支援

効果的なマッチングの実
現に向けた、ウェブシステ
ムの検討・構築

• 来年度より本格稼働
• 効率的な仕組み作り



2020年度活動報告 ②分科会 － 実施概要 －

■会員からのテーマ提案にもとづき分科会を設置。異分野連携による新たな価値の創出や、共通する課題に対する官民連携
を促進することにより、地方創生ＳＤＧｓに資するプロジェクトを創出

・・・・・

人生100年時代に長く活
躍するためには？

健康長寿

誰もが質の高い教育を受
けるためには？

教育

全国どこででも高い生産
性を発揮するためには？

働き方

誰もが等しく職を得る社
会を築くためには？

機会平等

地域の資源を生かして経
済を潤すためには？

地産

多様な主体の水平的連携により、新たな価値創出
及びコンソーシアムの形成

地域資源
活用

地域課題
×技術

金融
(地域金融)

人材
育成

プラット
フォーム

普及・
学習

・・・・・

企業のビジネスを通じて、地域課題を解決する
官民の共創事業モデルを創出
－食・農、森林、海洋資源 等

地域課題を民間企業等の技術・ノウハウで解
決するモデルを創出
－Society5.0 、AI・IoTの活用 等

地域課題を解決する事業に対するファイナンス
支援のモデルを創出
－ソーシャルインパクトボンド・ファンド・ESG等

課題解決に貢献する地域のアントレプレナー
シップを育成するモデルの創出
－ローカルベンチャー 等

課題と解決策をマッチング（イノベーション）す
るパートナーシップモデルの創出
－フューチャーセンター、リビングラボ等

多くの人がSDGｓを理解し、達成に向けた行
動を起こす普及・学習モデルの創出
－シンポジウム、コミュニケーションツール等

官民連携で課題解決を図るプロジェクト創出

将来像からバックキャストのテーマ例 課題解決に向けた共通の課題のテーマ例
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2020年度活動報告 ②分科会の状況（2021年３月31⽇時点）

分科会の取組状況については、本プラットフォームＷＥＢサイトに掲載中
➡https://future-city.go.jp/platform/session/

分科会数

2020年度分科会設置数 47件

2019年度から継続設置 27件

2020年度から新規設置 20件
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北海道下川町

北海道

北海道札幌市

北海道ニセコ町

福島県郡山市

鳥取県智頭町

岡山県岡山市岡山県西粟倉村
岡山県真庭市

鳥取県日南町

広島県
山口県宇部市

福岡県北九州市

岩手県岩手町

宮城県仙台市

秋田県仙北市

山形県鶴岡市

徳島県上勝町

岡山県倉敷市

沖縄県恩納村

鹿児島県徳之島町

沖縄県石垣市

ＳＤＧｓ未来都市
所在地

関東地方

北陸・中部地方出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/）の白地図をもとに作成

桃色：2021年度
橙色：2020年度
緑色：2019年度
青色：2018年度
※県が選定されている場合は県全域を着色

神奈川県鎌倉市

栃木県宇都宮市

群馬県みなかみ町

神奈川県小田原市

埼玉県春日部市

埼玉県さいたま市

東京都日野市

茨城県つくば市

東京都豊島区

奈良県十津川村

近畿地方

和歌山県和歌山市

京都府舞鶴市

静岡県浜松市
愛知県豊田市

愛知県豊橋市

愛知県

三重県志摩市

愛知県岡崎市

北海道上士幌町

岩手県一関市

岩手県陸前高田市

宮城県石巻市

宮城県東松島市

山形県米沢市

山形県飯豊町

福島県福島市

茨城県境町

群馬県

神奈川県相模原市

神奈川県

神奈川県松田町

埼玉県

東京都江戸川区

東京都墨田区

千葉県市原市

神奈川県川崎市

神奈川県横浜市

新潟県見附市

新潟県妙高市

富山県

長野県長野市
長野県大町市

岐阜県高山市

長野県

長野県伊那市

岐阜県美濃加茂市

静岡県富士宮市

静岡県富士市

静岡県静岡市

静岡県掛川市

富山県南砺市
石川県珠洲市 富山県富山市

石川県金沢市

石川県白山市

石川県能美市

石川県小松市

石川県加賀市

福井県

福井県鯖江市

岐阜県

岐阜県岐阜市

愛知県小牧市

三重県いなべ市

愛知県名古屋市

三重県

愛知県知立市

京都府京都市

滋賀県

滋賀県湖南市

奈良県生駒市

奈良県三郷町

奈良県広陵町

大阪府富田林市

兵庫県姫路市

兵庫県明石市

大阪府・大阪市

大阪府堺市

京都府京丹後市

京都府亀岡市

大阪府能勢町

大阪府豊中市

兵庫県西脇市

香川県三豊市

高知県土佐町

広島県東広島市

愛媛県西条市

鳥取県鳥取市

福岡県宗像市

長崎県対馬市

長崎県壱岐市

福岡県福津市

福岡県大牟田市

熊本県小国町

熊本県菊池市

熊本県熊本市

熊本県水俣市

鹿児島県鹿児島市

鹿児島県大崎町

愛媛県松山市

熊本県山都町

沖縄県

（2018～2021年度：124自治体）

活動をSDGsの観点から評価することで企業を応援するスキームも登場



≪２０３０年のあるべき姿≫

自然と人が創り出す 世界に誇る「清流の国ぎふ」

「清流の国ぎふ」の
未来を担う人づくり

世界に誇る「ぎふブランド」
の創造と発信

美しい清流とそれを育む
豊かな森の保全と活用

 環境保全の推進

 次世代エネルギー

導入促進

 災害から命を守る対策

推進

 女性の活躍推進

 ぎふ木育の推進

 ふるさと教育の展開

 ＳＤＧｓ推進の理解醸成

と推進体制の構築 等

 「ぎふブランド」の

創造と発信

 各分野への未来技術の

導入

経済環境 社会

ＳＤＧｓの推進に資する取組み

「ＳＤＧｓ未来都市」岐阜県
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⽅策 １．オンライン・デジタル技術の活⽤

⽅策 ２．テレワークの定着化と多様性ある働きかた

⽅策 ３．都市構造の変化への迅速な対応

⽅策 ４．産業構造の変化への迅速な対応

⽅策 ５．移動の変化

⽅策 ６．サプライチェーンの改編

⽅策 ７．価値観の変化に伴うライフスタイルやビジネス変革への対応

⽅策 ８．再エネ利⽤の促進と気候変動対策の経営・政策への統合

⽅策 ９． 対⾯とデジタルを融合した教育

⽅策 10．⽣態系・⾃然と⼈間との適切な距離・関係を維持した開発

⽅策 11．BCP の検証と対応

⽅策 12．感染症対策の徹底

コロナの経験を踏まえた

SDGs 達成へのカギとなる12の⽅策

― グリーンで、多様性を⼒に変えるリカバリーに向けて ―

http://xsdg.jp/12nohosaku.html



コロナ禍とSDGs、ESG投資

2020年のESG投資額は35兆3千億ドル（約3880兆円、18年の前回調査から15%増）

• 欧州 12兆170億ドル（約1320兆円、15％減）←グリンウォッシュ回避のため基準強化

• 運用資産全体の42％

• 米国 17兆810億ドル（約1880兆円、42%増）

• 運用資産全体の33％

• 日本 2兆8740億ドル（約320兆円、 32%増）

• 運用資産全体の24％ （世界持続可能投資連合（GSIA）2021）

[図表1]「SDGs」の新聞記事掲載件数推移
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資料：日経テレコン21より当研究所作成

新型コロナウイルス
非常事態宣言

公益財団法人 地方経済総合研究所地方経済情報 Weekly No. 261（2021年2月3日）
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10
出典：「令和３年10月物価モニター調査結果（速報）」（2021年10月20日消費者庁公表）

 コロナ前後でのエシカル消費への関心及び取組状況の変化について約４人に１人が「関心が高まった」、
約５人に１人が「実践の機会が増えた」と回答

〇意識調査結果（エシカル消費への関心の度合いの変化）

〇意識調査結果（エシカル消費への取組状況の変化）

コロナ禍とSDGs、エシカル消費



SDGsは解答が書かれた問題集

答えはある。どうやって、そこにたどり着くかを解く

actio
n

総合的行動（Coherent Action）創
出のためのツールとしてのSDGs

→ 「未来の常識」における技術とイノべーション
のヒントとしてのSDGs


